
 

                                      那医発第 130 号   

 令和 8年 5月 26日 

施設長 各位 

                              那覇市医師会 

                               会  長 友利 博朗 

                               常任理事 宮城 政剛 
 

平素より医師会事業へのご支援ご協力賜り感謝申し上げます。 

 沖縄県医師会より「障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について」の通知が

届きましたのでご案内申し上げます。 

☆ 問合せ先（那覇市医師会 事務局：宮城・前泊 ／電話 ０９８－８６８－７５７９） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・記・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

沖医発第 250 号   

 令和 8年 5月 13日 

地区医師会担当理事 殿 

                              沖縄県医師会 

                               副会長 平安 明 

（公印省略） 

 

障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について 
 

 

記 

 

● 障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について 

（令和8年5月8日（日医発第287号）（保険）） 

 

※関係文書は文書管理システムへ掲載いたします。 

 
 
 

情報提供 



日医発第 287 号（保険） 

令和８年５月８日 

都道府県医師会 

労災保険担当理事 殿 

 

 

日本医師会常任理事 

細 川 秀 一 
（公印省略） 

 

 

障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について 

 

 

健康保険診療報酬点数表等の改定に伴う労災診療費算定基準における健康保険準拠項目

および労災特掲項目の一部改定につきましては、令和 8 年 4 月 1 日付け「令和 8 年度労災

診療費算定基準の一部改定について」（日医発第 2089 号（保険））により、すでにご連絡

申し上げているところです。 

今般、障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式について、本年 3 月に取

りまとめられた「障害（補償）等給付に係る診断書様式等に関する専門検討会」報告書を

踏まえ、別紙のとおり様式が改正されました。 

令和 8 年 6 月 1 日以降、障害（補償）等給付請求書に添付する診断書については、改正

後の別紙様式の使用が基本となりますが、当面の間、従前の様式による対応も認められて

います。 

つきましては、貴会関係会員に対し、本改正内容について周知いただきますよう、特段

のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

【添付資料】 

・障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について 

（令.8.3.30 基発 0330 第 4 号 厚生労働省労働基準局補償課長） 

 

 

【参 考】 

・障害（補償）等給付に係る診断書様式等に関する検討会 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_558547_00035.html 

 

・周知用リーフレット 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyousei/ro

usai/index.html 

※「労災保険給付の手続等」の一番下「障害（補償）等給付請求書に添付して提出する診断書

の様式を見直しました」に掲載。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-roudou_558547_00035.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyousei/ro


 
 
   

 
 
 

基補発 0330 第４号 
令和８年３月 30 日 

 
 

都道府県労働局労働基準部長 殿 
 
 

厚生労働省労働基準局補償課長  
 
 

障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式の改正について 
 
 障害（補償）等給付支給請求書に添付する診断書の様式（以下「診断書様式」

という。）については、令和５年３月 27日付け基補発 0327 第１号により示して

いるところであるが、本年３月に取りまとめられた「障害（補償）等給付に係る

診断書様式等に関する専門検討会」報告書（別添１、以下「検討会報告書」とい

う。）を踏まえ、当該診断書の様式を別紙のとおり改め、本年６月１日以降の障

害（補償）等給付請求書に添付する診断書について、別紙様式によることとした

ので下記に留意の上、事務処理に遺漏なきを期されたい。 

 なお、令和５年３月 27 日付け基補発 0327 第１号は、本通知の発出をもって

廃止する。 
 

記 
 

１ 改正した診断書様式を活用した、迅速・適正な障害等級認定の実施について 

（１）検討会報告書において、 

・神経系統の機能又は精神の障害である高次脳機能障害やせき髄損傷、非器

質性の精神障害、胸腹部臓器の障害については、認定要件が特に複雑多岐

であるため、 

・改正した診断書様式においては、該当する障害の有無のみを記載させるこ

ととし、 

・別途、専用様式や意見書を活用して主治医意見を徴することにより、残存

障害の詳細を把握すべき 

とされたことに留意し、上記に該当する障害や、他の障害でも主治医の作成

した診断書の内容に疑義が生ずる場合等については、別途主治医意見を徴す

る等により、障害等級を適切に認定すること。 

10 年 保 存 

機 密 性 １ 

令和８年４月１日から 

令和 18 年３月 31 日まで 



 
 
   
（２）他方で、被災労働者の残存障害の申し立てと、改正した診断書様式により

把握した障害の状態に矛盾がない場合は、当該障害の確認のために追加で

主治医意見を求める必要はない等、「今後の労災保険給付等の適正な事務処

理に当たって留意すべき事項について」（令和８年３月 27 日付け基発 0327

第 11 号）に基づく迅速な障害等級認定事務を徹底すること。 

 

２ 改正した診断書様式の周知について 

改正した診断書様式の内容や記入例等を記載したリーフレットを別添２の

とおり作成したので、請求人や労災保険指定医療機関等に配布する等により周

知すること。 

  特に、診断書様式を作成する医師に対する周知が重要となることから、診断

書様式の施行時期である６月１日までの間に、労災診療費算定基準の改定内

容と併せて、都道府県医師会や労災保険指定医療機関に対してあらゆる機会

を捉えて周知徹底を図ること。 

 

３ その他 

（１）改正した診断書様式については、障害等級認定基準（昭和 50 年９月 30日

付け基発 565 号（最終改正：平成 23 年２月１日付け基発第 0201 第２号）

に掲げられた部位ごとの障害の有無、検査結果の記載欄、認定要件を満たす

障害の状態にあるか否かの記載欄等を設けたところであり、複数の部位に

またがる残存障害がある場合の診断書様式の作成に当たっては、原則複数

枚の診断書様式の作成が必要となることに留意し、請求人等に対して適切

に教示すること。 

（２）診断書様式の改正に併せ、「労働者災害補償保険における意見書等の費用

の一部改正について」（令和８年３月 27 日付け基発 0327 第 12 号）に基づ

き、診断書料の支払を適切に実施すること。 

（３）改正した診断書様式には、業務に資するものとなるよう、「労災保険制度

のアフターケアの必要性」の項目を設けており、診断書様式を被災者又は主

治医等に交付する場合においては、当該被災者の後遺障害に応じたアフタ

ーケア制度のパンフレット等を添付するなど、適切に説明等を行うこと。 

（４）上記２のリーフレットについて、本年４月以降、厚生労働省ホームページ

に掲載することとしており、掲載後に改めて連絡することとしているので、

了知の上、主治医等に説明する際に適宜活用すること。 

 
照会先：労働基準局補償課業務係（内線 5463、5466、5464） 



障害（補償）等給付請求用

キ
視野
障害

半盲 視野狭窄

有　・　無

(　　　 ）Ｄ 有　・　無 有　・　無 有　・　無

【眼の障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。
※視力（万国式試視力表）、ヘススクリーンテスト（Hess赤緑試験）、ゴールドマン型視野計などの検査所見を⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄
に記入するか、または各種検査結果を添付してください。また、参考検査として自動視野計などの他の検査所見についても可能な範囲で⑪の「障害
の状態及びXP等の所見」欄に記入するか、または各種検査結果を添付してください。
※併せて眼症状の原因となる前眼部、中間透光体、眼底などの他覚的所見を⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。
※「エ　眼瞼の障害」が有の場合は、⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に図示するか、その状態が分かる資料等を添付してください。

視野変状
（暗点、視野欠損）

有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

カ
複視

正面視 正面視以外

③ ア　視力障害
イ　調節機能

障害
ウ　運動障害

エ　眼瞼の障害
（以下のa～cに該当するものがあれ

ば○を記入してください）

オ　外傷性散瞳

眼

の

障

害

裸　眼 矯　正 調節力 注視野障害

瞳孔の対光反
射が著しく障
害され、著明
な羞明を訴え
るもの

瞳孔の対光反
射が不十分で
あり、羞明を
訴えるもの

右 有　・　無

左 (　　　 ）Ｄ 有　・　無 有　・　無 有　・　無

② 　ア　呼吸器の障害 有　　・　　無 　イ　循環器の障害の有無 有　　・　　無

胸

腹

部

臓

器

の

障

害

　ウ　腹部臓器の障害 有　　・　　無 　エ　泌尿器の障害の有無 有　　・　　無

　オ　生殖器の障害 有　　・　　無

【胸腹部臓器の障害の注意事項】
※上記のいずれかの障害について記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。
併せて各種検査所見を記入するか、または各種検査結果を添付してください。

障 害 の 部 位 治ゆ（症状固定）年月日 年　　　月　　　日 

既 往 歴 既 存 障 害

神

経

系

統

の

機

能

又

は

精

神

の

障

害

　ウ　非器質性の精神障害の有無 有　　・　　無 　エ　その他、疼痛などの神経障害 有　　・　　無

【神経系統の機能又は精神の障害の注意事項】
※上記のいずれかの障害について記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。
※上記ア、イが有の場合はMRI等の検査所見を記入するか、または各種検査所見を添付してください。
※上記エが受傷部位に生じた疼痛の場合、ⅰ常時疼痛を残す状態か、ⅱⅰに加え、時には強度の疼痛のため、通常の労務にも支障が生ずる状態
かも併せて⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。

療

養

の

内

容

及

び

経

過

　各部位の障害の状態の詳細
各部位の障害について、該当項目や有・無に○印を付け各
欄に検査数値や所見等を記入してください。

① 　ア　高次脳機能障害の有無 有　　・　　無
　イ　身体性機能障害の有無
　　（麻痺等）

有　　・　　無

労働者災害補償保険診断書

氏 名 生 年 月 日 年　　　月　　　日 

傷 病 名
負 傷 又 は 発 病 年 月 日 年　　　月　　　日 

初 診 年 月 日 年　　　月　　　日 

a 欠損障害

b まつげはげ

c 運動障害
（開瞼・閉瞼障害）

下肢 その他の部位

有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

今回の事故等の前に喪
失又は「歯科補てつ」を
加えた歯の有無

        有　・　無
（有の場合は下の欄に記入
してください）有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

【口の障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。併せて、濾
紙ディスク法による味質などの検査所見を記入するか、または各種検査結果を添付してください。
※「ウ　歯牙障害」について、今回の事故等の前に、既に喪失又は著しく欠損した歯牙に対する補てつを行った歯が有の場合は、以下の欄に記入し
てください。

⑦ ア　外貌 イ　上肢・下肢・その他

醜

状

障

害

頭部 顔面部 頸部 上肢

（醜状の大きさ、形態等を以下に図示するか、その状態
が分かる資料等を添付してください）

（醜状の大きさ、形態等を以下に図示するか、その状態が分かる
資料等を添付してください）

【醜状障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。

固形食物の中でもそしゃくできな
い又はそしゃくが十分でないもの
がある

4種の語音のうち、１種の発
音が不能

エ　味覚障害 オ　その他の障害

口

の

障

害

流動食以外は摂取できな
い

4種の語音のうち、3種以上
発音が不能

味覚脱失 味覚減退
声帯麻痺による
著しいかすれ声

開口障害等によ
るそしゃく機能の
低下

歯科補てつを加えた歯数を記入してください。
ただし、「歯科補てつを加えた」ものとは、現実に喪失又は著しく欠損し
た歯牙に対する補てつをいい、有床義歯又は架橋義歯等を補綴した場
合における支台冠又は鈎の装着歯やポスト・インレーを行うに留まった
歯牙は補てつ歯数に算入しません。粥食又はこれに準ずる程度の飲

食物以外摂取できない
4種の語音のうち、2種の発
音が不能

有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

【鼻の障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。併せて、
T&Tオルファクトメータ等の検査所見を記入するか、または各種検査結果を添付してください。
※「ア　鼻軟骨部の欠損」が有の場合は、⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に図示するか、その状態が分かる資料等を添付してください。

有　・　無 有　・　無

⑥ ア　そしゃく機能の障害
※該当する項目に○を記入してください

イ　言語機能の障害
※該当する項目に○を記入してください

ウ　歯牙障害

⑤ ア　鼻軟骨部の欠損 イ　鼻の機能障害

鼻

の

障

害

全部又は大部分 一部欠損 鼻呼吸困難 嗅覚脱失 嗅覚減退

有　・　無

年 右 ｄB

第
3
回

年 右 ｄB ％ 右 有　・　無

第
2
回

有　・　無

月
左 ｄB ％ 左

a 耳介の1／2以
上の欠損 b その他 a 耳鳴に係る検査

により著しい耳鳴が
常時ある

左 有　・　無
月

左 ｄB ％ オ　耳漏の有無
日

％ 左 有　・　無 有　・　無
左 有　・　無

右 有　・　無 右 有　・　無
耳

の

障

害

第
1
回

年 右 ｄB

日

日
【耳の障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。併せて、純
音聴力レベル、ピッチ・マッチ検査及びラウドネス・バランス検査などの検査所見を記入するか、または各種検査結果を添付してください。
※「ウ　耳介の欠損」が有の場合は、⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に図示するか、その状態が分かる資料等を添付してください。
※「オ　耳漏の有無」について、常時耳漏が生じている場合にその有無を記載欄に記入してください。

b その他

月
左 ｄB ％ 右 有　・　無 有　・　無

％

④ 検査日 ア　平均純音聴力レベル
（6分式）

イ　最高明瞭度
（語音） ウ　耳介の欠損 エ　耳鳴

2 3 4 5 6 7

6 7

7 6 5 4 3 2 1 1

1 1 2 3 4 57 6 5 4 3 2

今回の事故等の前に喪失や「歯科補てつ」を加えた歯がある場合

2 3 4 5 6 7

6 7

7 6 5 4 3 2 1 1

1 1 2 3 4 57 6 5 4 3 2

該当歯 計 歯

該当歯 計 歯
※今回の事故により歯科補てつを加えた歯のみを記入し

てください



(部位と原因）

伸　　展
小　指

屈　　曲

伸　　展
環　指

屈　　曲

中　指
屈　　曲

伸　　展

伸　　展

右 左

示　指
屈　　曲

部位 右 左 右 左

母　指
屈　　曲

関節名 中手指節関節　（ＭＣＰ） 近位指節間関節　（ＰＩＰ） 遠位指節間関節　（ＤＩＰ）

橈側外転

伸　　展 掌側外転

（手指）

関節名 中手指節関節　（ＭＰ） 指節間関節　（ＩＰ）

部位
右 左

部位 右 左 右 左

回　　外

回　　内

前腕

内　　旋 運動方向 右 左

尺　　屈

外　　旋 部位

外　　転（側方拳上） 橈　　屈

内　　転

伸　　展（後方拳上） 伸　展（背屈）

屈　　曲（前方拳上） 屈　曲（掌屈）

手関節

運動方向 右 左 運動方向 右 左 右

部位 肩関節 部位 ひじ関節

左

胸　腰　部

頸　　　部

部位 右 左 右 左

エ　関節の機能障害の
　　 有無

有・無

【上肢及び下肢の障害の注意事項】
※左記に関節の機能障害の有無に○をしてください。有の場合は⑩の「上下肢等関節角度測定表」に
測定結果を記入してください。
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP
等の所見」欄に記入してください。併せて、各種検査所見を記入するか、または検査結果を添付してくだ
さい。

⑩　上　下　肢　等　関　節　角　度　測　定　表
運動方向

 屈　曲（前屈）  伸　展（後屈）
回　　　旋 側　　　屈

下　　　　　肢 足　　　　　指

（部位）

変形ゆ合の有無及び部位 有・無
（部位）

左下肢長 cm ※常に硬性補装具が必要等、上記障害の詳細を⑪の「障害の状態
及びXP等の所見」欄に記入してください。

イ

短

縮

障

害

右下肢長 cm
ウ

変

形

障

害

偽関節（仮関節）の有無及び
部位（ゆ合不良）

有・無

【せき柱及びその他の体幹骨の障害の注意事項】
※上記いずれかの障害を記載した場合は、その障害の状態の詳細について⑪の「障害の状態及びXP等の所見」欄に記入してください。併せて、各
種検査所見を記載するか、または検査結果を添付してください。

⑨ ア　欠障損害（離断部位を下図に図示してください。）　

　
上
肢
（

手
指
含
む
）

及
び
下
肢
（

足
指
含
む
）

の
障
害

上　　　　　肢 手　　　　　指

(右) （左） (右)

せ
き
柱
及
び
そ
の
他
の

体

幹

骨

(右) （左） (右) （左）

（左）

左側屈

        エ  せき柱の荷重機能障害
（該当する障害がある場合は、下記①、②いずれかに○を記入してく
ださい。）

　　　　　　　ウ　その他体幹骨の変形の有無
(裸体になって変形が明らかにわかる程度のものがある場合
に、下記①～⑤に○を記入してください。 ①頸部及び腰部の両方の保持に困難

があり、常に硬性補装具を必要とす
るもの

②頸部又は腰部のいずれかの保
持に困難があり、常に硬性補装
具を必要とするもの ①鎖骨　②胸骨　③肋骨　④肩甲骨　⑤骨盤骨

後  屈
右回旋 左回旋

圧迫骨折の
有無

固定術の有無
椎弓切除術の

有無
前　屈

有　・　無 有　・　無 有　・　無
右側屈

⑧ ア　せき柱の変形障害
        イ　頸椎部、胸腰椎部の運動障害
（障害のある運動に○を付け、下記「⑩上下肢等関節角度測定表」に
その可動域角度を記入してください。）

上記のとおり診断します。 〒　　　　　－ 電話（　　　　　）　　　　－

年 月 日

（診療科） （氏名）

所 在 地

名 称

診 断 担 当 者
氏 名 等

※本測定表のうち、必要部分のみ記入してください。また、患側のみならず健側も測定してください。
※原則、他動運動により測定してください。自動運動で測定した場合には、その理由を以下に記入してください。

⑪　障害の状態及びＸＰ等の所見
（上記①～⑨で該当ありの場合、当該障害の詳細、検査所見等について記入するか、または各種検査結果等を添付してください。）

(図で示すことができるものは図解してください。）

労 災 保 険 制 度 の
ア フ タ ー ケ ア の 必 要 性

有 ※有無のいずれかに○をしてください。アフターケアの対象となるケガや病気は定められて
おり、一定の障害等級などを対象者の要件としています。複数の障害がある場合は、アフ
ターケアの必要性が認められる上記①～⑨の障害の番号を全て記入してください。無

伸　　展
第5足指

屈　　曲

伸　　展
第4足指

屈　　曲

第3足指
屈　　曲

伸　　展
第2足指

屈　　曲

伸　　展

遠位指節間関節　（ＤＩＰ）

部位 右 左 右 左 右 左

関節名 中足指節関節　（ＭＴＰ） 近位指節間関節　（ＰＩＰ）

（足指）

関節名 中足指節関節　（ＭＴＰ） 指節間関節　（ＩＰ）

部位 右 左 右 左

第1足指
屈　　曲

伸　　展

内　　旋

外　　旋

内　　転

外　　転

伸　　展 伸　展（背屈）

右 左 右 左

屈　　曲 屈　曲（底屈）

運動方向 右 左 運動方向

⑩　上　下　肢　等　関　節　角　度　測　定　表
部位 股関節 部位 ひざ関節 足関節

（自動運動で測定した理由）
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障害（補償）等給付に係る診断書様式等に関する検討会 

参集者名簿（五十音順、敬称略） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 役職名等 

小田原 俊成 

 

横浜市立大学 学術院医学群保健管理センター長 
 

亀井 和利 
 

横浜労災病院 歯科口腔外科・顎口腔機能再建外科部長 
 

川合 謙介 自治医科大学附属病院 院長  

小林 一女 
昭和医科大学大学院保健医療学研究科リハビリテーショ

ン分野特任教授 

佐藤 美紗子 横浜労災病院 眼科部長 

東川 晶郎 関東労災病院 副院長、整形外科部長 

三上 容司 横浜労災病院 院長 

横山 多佳子  旭労災病院 呼吸器内科部長 

（座長） 
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１ 検討会開催の背景等 

  労災保険の障害（補償）等給付請求書に添付する診断書様式（以下「診断

書様式」という。）は、主治医が請求人の残存障害の診断結果を記載し、保

険給付請求書に添付して提出するものであるが、身体等の部位ごとの残存障

害や検査結果等の詳細を記載する欄を設けていないため、残存障害の記載が

障害等級認定基準（昭和 50 年９月 30 日付け基発第 565 号（最終改正：平成

23 年 2 月 1 日付け基発 0201 第 2 号）、以下「認定基準」という。）に定める

認定要件を網羅していない等により、労働基準監督署職員による主治医に対

する意見聴取が生ずるといった事務処理が発生し、より迅速な労災認定事務

の実施の支障となっている。 

  また、残存障害に係る請求人への聴取や、労働基準監督署において面談し

残存障害の把握や確認等を実施する調査における請求人の負担軽減を図る上

でも、残存障害を適切に把握することができるよう見直す必要がある。 

  さらに、現在通達で規定し運用している診断書料、意見書料等の文書料に

ついても、今般の診断書様式の見直しや昨今の物価高騰といった背景を踏ま

え、適切な金額へ改定する必要がある。 

  そのため、本検討会では、障害（補償）等給付請求の診断書様式の見直し

に加えて、主治医等に支払っている現行の診断書・意見書料の見直しについ

て、検討を行うこととした。 

 

２ 検討結果 

（１）障害（補償）等給付の診断書様式について 

ア 現行の診断書様式については、「障害（補償）等給付支給請求書に添付

する診断書の様式の改正について」（令和５年３月 27 日付け基補発 0327

第１号）により定めているが、上下肢等関節角度測定表を除き、部位ご

との残存障害の有無や検査結果等を記載する欄を設けておらず、この様

式では、個々の残存障害の把握や認定基準に定める認定要件を満たすか

否か労働基準監督署長が速やかに判断することが困難な場合が認められ

ている。 

イ このため、認定基準に定められた部位ごとの障害について、残存障害

の有無や、認定基準に定められた認定要件を満たすか否かの判断に必要

となる検査結果、測定結果をできる限り様式に記載できるものとなるよ

う以下の点について、見直しを行うことが適当である。 

  （ア）全ての部位ごとに、認定基準に定められた障害の有無の欄を追加す

べきである。 

  （イ）眼の障害のうち、 
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① 視力障害、調節機能障害の検査結果の記載欄を追加すべきであ 

る。 

② 各種検査所見について、参考検査も含め所見欄に記載するか、 

その検査結果を診断書に添付する旨の記述を追加すべきである。 

③ 眼瞼障害について、障害の状態を図示するか、その状態が分か 

る資料を添付する旨の記述を追加すべきである。 

  （ウ）耳の障害のうち、    

① 平均純音聴力レベル、最高明瞭度に係る検査結果の記載欄を追 

加すべきである。 

② 耳介の欠損について、障害の状態を図示するか、その状態が分 

かる資料を添付する旨の記述を追加すべきである。 

（エ）鼻の障害のうち、鼻軟骨部の欠損について、障害の状態を図示する 

か、その状態が分かる資料を添付する旨の記述を追加すべきである。 

（オ）口の障害のうち、 

① そしゃく機能及び言語機能の障害について、認定基準に定める

認定要件を満たす障害の状態があるか否かの記載欄を追加すべき

である。 

② 歯牙障害について、歯科補綴を加えた歯の数の記載欄や今 

回の事故前に喪失や歯科補綴を加えた歯の有無、その歯数の記載

欄を追加すべきである。 

（カ）醜状障害について、障害の状態を図示するか、その状態が分かる資

料を添付する旨の記述を追加すべきである。 

（キ）せき柱及びその他の体幹骨の障害のうち、せき柱の荷重機能障害に

ついて、認定基準に定める認定要件を満たす障害の状態があるかの記

載欄を追加すべきである。 

  （ク）上肢（手指含む）及び下肢（足指含む）の障害について、 

① 欠損障害について、離断部位を図示する記載欄を追加すべきで 

ある。 

② 下肢の短縮障害について、その長さや部位、原因の記載欄を追

加すべきである。 

③ 上肢及び下肢の変形障害について、偽関節（仮関節）の有無や 

  部位（ゆ合不良）、変形ゆ合の有無及び部位の記載欄を追加すべき

である。 

ウ 神経系統の機能又は精神の障害である高次脳機能障害やせき髄損傷、

非器質性の精神障害、また胸腹部臓器の障害については、認定要件が特

に複雑多岐であり、神経系統の機能又は精神の障害については認定基準
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により既に専用様式を定め、主治医に意見を求める運用となっている。

このため、今回見直しを行っている診断書様式にはその障害の有無のみ

を記載させることとし、障害が有りの場合には、別途、当該専用様式や

意見書を活用して主治医意見を徴し、残存障害の詳細を確認すべきであ

る。 

 

（２）労災保険の文書料の取扱いについて 

  ア 労災保険の文書料については、「労働者災害補償保険における診断書

料等の取扱いについて」（令和２年３月 31日付け基発 0331 第 33号）、労

災保険給付に関して専門医等に意見を求めた場合の意見書料等並びに労

働保険審査官及び労働保険審査会法第15条第１項第３号に規定する鑑定

に係る鑑定料等の改定について」（平成８年７月 24 日付け基発第 479 号

（最終改正平成 13 年 11 月１日）等により、保険給付を受けようとする

者等が保険給付請求の際に提出した診断書に要する費用や、労働基準監

督署長等が保険給付に関する決定に当たり専門医等から意見を求めた場

合等の意見書料等の費用の支出に関する金額等を定めている。 

  イ 現行の文書料の取扱いを検討するに当たり、令和７年12月に労災指定

医療機関に対して実施した診断書料等の価格等に関する実態調査によれ

ば、診断書（複雑なもの）で平均 5,472 円、自賠責保険診断書（後遺障

害）で平均 7,097 円、意見書料（複雑なもの）で平均 5,732 円と上記通

達による金額と実態とに乖離が見られた。 

    また、消費者物価指数の推移を見ても近年優位に上昇しており、労災

保険の文書料の価額を見直した平成８年からの上昇率は 113％となって

いる。 

さらに、上記（１）のとおり、今般、障害（補償）等給付の診断書様

式の見直しを行い、記載事項や添付する資料が増加すること等を踏まえ、

当該診断書料についても現行の支出額が妥当か否かについて検討する必

要がある。 

このため、労災保険の文書料について見直しの検討を行った。具体的

には以下のウのとおり、文書料の支出額の見直しを行うことが適当であ

る。 

  ウ 労災保険の文書料の見直しに当たっては、それぞれの文書の性質や作

成趣旨、高度な医学的知見を必要とする等の困難度、検査結果等に係る

記載や多くの添付資料を要するといった点を踏まえ、文書料設定の考え

方を以下のとおり整理するとともに、実態調査結果における文書料の価

格の実態や消費者物価指数の平成８年からの上昇率（113％）を踏まえ




